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Ⅰ　は じ め に










































































































































































































































































































































































































るのは 160 社で，75.1% を占めている。一方，「ま
だ結成されておらず，将来的にも結成される可能






いない企業は 27 社で，23.1% を占めている。
　工会主席の職制上の地位について，工会主席は




































47 社で，全体の 22.1% を占めている。ストライ
キが発生していないのは 163 社で，全体の 76.5%
を占めている。ストライキの原因として，図 4 が
示したように最も多いのは「賃金や賞与問題」で，




か 1 日以内に収まるケースが多い。1 日と回答し
たのは最も高く，全体の 38.3% を占めており，次
に高いのは半日で，全体の 34% を占めている。「2


















すでに結成されている 160  75.1
近いうちに結成される可能性が高い  16   7.5
まだ結成されておらず、将来的にも
結成される可能性は少ない
 35  16.4




上級管理職が兼務 70  32.9
中間管理職が兼務 62  29.1
工員が兼務  8   3.8
工会専従 20   9.4
その他  0   0.0
非該当 53  24.9
全　体 213 100.0
???????






























と回答したのは 35 社で，16.4% を占めている。
「影響力はあまりない」と回答したのは 34 社で，
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No. 回答選択肢 件数（n） 比率（％）
非該当を
除く（％）
1 影響力は大   4   1.9   2.5
2 影響力はやや大   4   1.9   2.5
3 どちらでもない  18   8.5  11.3
4 影響力はあまりない  38  17.8  23.8
5 影響力はない  95  44.6  59.4
6 無回答   1   0.5   0.6
非該当  53  24.9
全　体 213 100.0 100.0
表 4　工会の「従業員の解雇」への影響力
No. 回答選択肢 件数（n） 比率（％）
非該当を
除く（％）
1 影響力は大   8   3.8   5.0
2 影響力はやや大  62  29.1  38.8
3 どちらでもない  21   9.9  13.1
4 影響力はあまりない  34  16.0  21.3
5 影響力はない  35  16.4  21.9
非該当  53  24.9


































































































3　立教大学産業関係研究所は，2005 年 10 月から 11 月に
かけて，中国に進出した日系企業の労使関係に関する調
査を実施した。調査対象は従業員 200 人以上，日本側の
出資比率 51％以上の日系企業 829 社（住所変更その他


























17　日本労働研究機構（2003a）第Ⅱ部 5 章 5 の事例を参
照されたい。
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